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第９章 主要指標 
 

１ 目標人口 
 
本市の人口は今後も減少傾向が続くことが予想され、本構想の目標年次である平

成 33 年（2021 年）には、約 161,000 人になる見通しです（図 10：コーホー

ト要因法）。また、図 11 に示すように年齢構成は、現在は年少人口（15 歳未満）

と生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）が減少傾向にあり、老年人口（65 歳以

上）が増加傾向にありますが、平成 32 年（2020 年）以降は老年人口も減少に

転ずる見通しです（国立社会保障・人口問題研究所 平成 20 年 12 月発表）。 

一方、我が国の人口減少化傾向は、特に地方部で顕著に進行するおそれもあると

も言われており、過去の人口動勢から推計すると、平成 33 年（2021 年）には

約 159,000 人になることが予想されます（図 10：コーホート変化率法）。 

したがって、平成 33 年（2021 年）の目標人口を 161,000 人とし、目標年

次において実人口が推計値を下回ることがないよう各施策に取り組み、「みんなで

築く 活力と交流による元気都市」の実現に努めることとします。 
 

図 10 本市の将来人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
図 11 本市年齢 3区分の将来人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（H20.12 国立社会保障・人口問題研究所） 
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【推計方法】 
※将来人口については、コーホート要因法（出生率、生残率、純移動率及び出生性比の４つの人口変動要因につ

いて将来値を仮定し、それに基づき将来人口を推計する方法）とコーホート変化率法（過去の人口動勢から「変

化率」を求め、それに基づき将来人口を推計する方法）の 2 種類で推計。「国立社会保障・人口問題研究所」

は、コーホート要因法による推計結果を用いている。（図 10） 

※同研究所による 5 年ごとの推計結果を基に、目標年次（平成 33 年）の推計値を算出している。 
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コーホート変化率法



 - 33 -

２ 将来世帯数 
 
本市の世帯数は増加傾向にありますが、図 12 のように平成 27 年（2015 年）

以降、減少に転じることが予想され、平成 33 年（2021 年）には、約 72,000

世帯になる見通しです。世帯規模は、核家族化の進行により、更に縮小していく見

通しです。 
 

図 12 本市の将来世帯数 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３ 将来就業人口 
 
図 13 のように本市の就業人口は、現在は第 1 次産業就業者数と第 2 次産業就

業者数が減少傾向にあり、第 3 次産業就業者数が増加傾向にありますが、平成 22

年（2010 年）以降は第 3 次産業就業者数も減少に転ずる見通しです。平成 33

年（2021 年）には、第 1 次産業就業者数が約 1,500 人、第 2 次産業就業者数

が約 16,000 人、第 3 次産業就業者数が約 55,000 人になる見通しです。 
 

図 13 本市の将来就業人口 
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【推計方法】 
※将来就業人口の推計にあたっては、昭和 60 年から平成 17 年までの 20 年間の総数に対する産業別就業人

口の割合をもとにトレンド法を行い、将来人口推計結果をもとに、5 年ごとの推計を行っている。（図 13） 

※5 年ごとの推計結果を基に、目標年次（平成 33 年）の推計値を算出している。 

【推計方法】 
※将来世帯数の推計にあたっては、昭和 60 年から平成 17 年までの 20 年間の世帯人員の実績値をもとにト

レンド法を行い、将来人口推計結果をもとに、5 年ごとの推計を行っている。（図 12） 

※5 年ごとの推計結果を基に、目標年次（平成 33 年）の推計値を算出している。 


